
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１３９０１

基盤研究(C)（一般）

2014～2011

ラオスの土地・森林政策をめぐる中央地方関係

Center-local relationship on the land and forest policies in Lao PDR

９０５１１２２０研究者番号：

瀬戸　裕之（SETO, Hiroyuki）

名古屋大学・法学（政治学）研究科（研究院）・講師

研究期間：

２３５１０３１０

平成 年 月 日現在２７   ６ ２９

円     4,100,000

研究成果の概要（和文）：　本研究は、ラオス人民民主共和国（ラオス）の土地・森林分野における地方分権化政策と
、資源管理をめぐる中央政府、地方行政機関、地域住民の関係を考察することを目的とする研究である。文献調査およ
びインタビューによる調査の結果、１）県知事制をはじめとするラオスの地方行政の形成過程と県知事の政策決定への
影響力を解明し、２）ラオス内戦期の戦争がその後の社会と環境変化に与えた影響について仮説を提示し、３）ラオス
北部で展開されているゴム植林をめぐるラオス地方行政機関、中国企業、地域住民の間での資源管理をめぐる相互関係
について解明する、といった研究成果をあげることができた。

研究成果の概要（英文）：　The purpose of this research is to reveiw the decentralization policy on the 
land and forestry managements of Lao PDR. Especially, this research focuses on the relationship between 
the central government, local administrations, and local people in the resource managements.
　Based on the literature surveys and interviews, this research made three academic productions. Firstly, 
this research explains about the making process of the local administration of Lao PDR, which has been 
governed by provincial governors, and illuminatets the powers of them in decision-making. Secondly, this 
research suggests the supposition that the damages of the war period of Laos have affected the social 
changes and environmental variations in the post-war periods. Thirdly, this research also show the 
relathionships between local administrations of Laos, Chinese companines which invest to Laos, and local 
villagers who join in the rubber plantation projects by the case studies in the northern part of Lao PDR.

研究分野： 東南アジア地域研究、ラオス政治・行政研究
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１．研究開始当初の背景 
 本研究は、ラオス人民民主共和国（以下、
ラオス）の土地・森林分野における地方分権
化政策の実施と、資源管理をめぐる中央政府、
地方行政機関、地域住民の間の関係を考察す
る研究である。 
発展途上国における資源管理研究では、政

府内部の政治力学と資源利用の関係に焦点
を当てた政治学的な研究が重視されるよう
になっている（Ascher 1999）。また、東南ア
ジア諸国をはじめ、多くの発展途上国におい
て地方分権化政策が実施されているが、これ
らは，地方レベルでの資源管理の活性化、資
源の地域的均衡をとれた配分のために行わ
れる他に、下位レベルを民主化するような外
見を与えながら中央政府の影響力を強化す
るなど、政策決定者の利益のために行われる
場合があると指摘されている（Manor 1999）。
従って、地方分権化政策によって地方で資源
管理がどのように行われ、どのような影響を
与えているかを考察するためには、資源の管
理をめぐって中央政府，地方行政機関、並び
に地域住民の間でどのように責任と利益が
分配され、相互の関係が形成されているか、
各国の具体的な状況と事例から考察するこ
とが必要である。 
 ラオスは、1975 年に現体制が成立したが、
それ以前は、ラオス王国政府と革命勢力（現
政権側）の間で約 30 年にわたって内戦が行
われていたため統一国家としての歴史が短
く、現体制成立後にようやく全国で統一した
行政が行われるようになった。また、国内で
の法整備が遅れ、土地、森林分野を含む多く
の法令が 1990 年代にようやく整備が始まる
など、現在も制度形成の途上にある。 
さらに、1990 年代にはいって東南アジア

の地域統合が進展する中で、ラオスは 1997
年に東南アジア諸国連合（ASEAN）に加盟
し、さらに大メコン圏（Greater Mekong Sub- 
region: GMS）の下で周辺地域と結ぶ道路網
が整備されて経済交流が活発になりつつあ
る。また，政府は地方の開発を促進するため
に、1998 年から部分的な地方分権化政策を
実施し、地方の開発における主体性を高める
政策が実施されている。 
しかし、法令等の整備がまだ充分でない中

で地方分権化政策が実施され、村レベルに土
地・森林の管理権が与えられても、県によっ
て他の目的で土地が収容されるという問題
が指摘されてきた（名村 2008、Fujita 2010）。
また、県レベルの地方行政機関は、政府から
の天然林の伐採に関する権限を委託され、資
源管理において重要な役割を果たしている
と指摘されている（藤田 2008）。 
以上から、ラオスの地方分権政策がこれま

でどのような過程で実施され、それが資源管
理をめぐる中央と地方の関係にどのように
影響を与えているのか、地方での実態を含め
た調査・分析を行った。 
 

２．研究の目的 
 本研究は、1975 年以降に国家統合を進め、
1990 年代には ASEAN 地域経済統合を進め
る過程で地方分権化を行っているラオスで
の土地・森林政策の変化と実施過程を分析す
ることを通じて、中央政府、地方行政機関お
よび地域住民の間の相互関係を明らかにす
ることを目的とする。 
特に、①社会主義建設期における資源管理

の状況、②市場経済化，地域経済統合過程で
の土地・森林分野に関する地方分権化政策、
を分析することによって、中央政府による国
家統合の試みと地方行政による地方分権化
の要求、地域住民による対応が、どのような
相互関係を生み出してきたのか。さらに、中
央と地方の間でどのような相互関係を生み
出してきたのか、について考察し、ラオスの
中央地方関係をめぐる政治動態を明らかに
することを目的とする。 
 
３．研究の方法 
（1）主な分析課題 
 上記の目的に従って、本研究では、主に次
の 3つの分析課題を設定し、調査・分析を行
った。 
①ラオス王国政府時代（内戦期）の地方行政
と資源管理の分析 
1975 年以前から現体制までに、地方行政と

ラオス社会・環境がどのように変化したかに
ついて考察する。 
②ラオスでの土地・森林政策の歴史的変化の
分析 
現体制下において、土地・森林に関する地

方分権化政策がどのように展開しているか
を考察する。 
③土地・森林資源管理をめぐる中央地方関係
の実態分析 

 1990 年以降、特に 2000 年代に域内・域外
から資源開発への投資が増大する中での地
方分権化政策の実施状況と影響を考察する。 
 以上の分析作業を通じて、ラオスの資源管
理をめぐる中央地方関係の歴史的な変化を
解明し、並びに地域経済統合下におけるラオ
スの資源管理をめぐる中央政府、地方行政機
関、地域住民の間の政治動態を明らかにする。 
（2）調査実施の方法 
 本研究のための情報収集は、文献調査とイ
ンタビュー調査によって実施した。 
①文献調査 
ラオス国内において、図書館、国立農林業

研究所、関係省庁（内務省、農林省、天然資
源管理省など）で資料収集し、さらに海外（フ
ランス）の文書館において歴史的資料の収集
を行った。 
②インタビュー調査 
ラオス国内での関係省庁と地方行政機関

において政策実施担当者へのインタビュー、
並びに調査対象地域での住民に対するイン
タビューを実施した。 
 



４．研究成果 
（1）ラオスの地方行政の形成過程と県知事
の政策決定への影響力の解明 

 本研究の第 1の成果として、従来、明らか
にされていなかった内戦期から現在までの
ラオスの地方行政の変化と、県知事制を中心
とする地方行政の特徴を示した。 
 ラオスの地方行政の特徴は、1991 年憲法に
よって形成された県知事制・郡長制である。
近隣の社会主義国である中華人民共和国（以
下、中国）、ヴェトナム社会主義共和国（以
下、ヴェトナム）では、名称は国によって異
なるが、選挙で選出される地方議会と、地方
議会によって選出される行政委員会が地方
行政を実施する体制が採用されている。ラオ
スでは、1975 年以降にヴェトナムをモデルに
地方人民議会が設置され、地方人民議会によ
って選出された地方人民行政委員会が地方
行政を行うメカニズムが形成されたが、1991
年憲法の制定時にこれらは廃止され、替わり
に国家主席によって任命される県知事、首相
によって任命される郡長など中央から任命
される首長を中心とする中央集権的な制度
が形成された。先行研究では、1991 年に県知
事制・郡長制が形成された背景、並びに県知
事が地方での政策決定に際して行使する権
限と影響力について、充分に明らかにされて
いなかった。  
ヴィエンチャン県における事例分析の結

果、ラオスの地方行政の形成過程では、ラオ
スの持つ地政学的な位置づけが重要な意味
を持っていることが明らかになった。ラオス
は、1975 年に社会主義体制へと移行したこと
で、アメリカなど自由主義陣営の同盟国で王
政のタイと、メコン河を国境として対峙する
ことになった。1975 年に内戦が終結し、社会
主義体制が成立した後に、ラオス政府は自ら
を「東南アジアにおける社会主義の前線基
地」として位置付けた。ヴィエンチャン県は、
首都であるヴィエンチャン市の後背地に位
置し、首都からのアクセスが非常によい県で
ありながら、1970 年代から 1990 年代はじめ
にかけて、タイから反政府勢力が侵入する通
過点に位置していたために地域が混乱し、地
方党組織の形成が遅れていた。さらに、現体
制の成立直後、冷戦の終結時、アジア通貨危
機など、ラオスの体制が困難に直面した時期
に地方で治安が悪化し、混乱が生じていた。
地方で党組織が強化され、治安が安定したの
は、2000 年半ばになってからである。 
1991 年に現体制ではじめての憲法が制定

された時に、当時の党指導者が懸念していた
ことは、ソ連・東欧の社会主義体制の崩壊が
ラオスにも影響し、一党支配体制が動揺する
ことであった。従って、ラオスの県知事制は、
冷戦期およびポスト冷戦期に地方党組織が
充分に強化されていない中で、中央から人員
を派遣することで地方を支配し、地方での治
安を安定させることに重点をおいたメカニ
ズムであることが明らかになった。 

 この調査・研究成果については、それまで
の調査結果とともに情報をまとめて、『現代
ラオスの中央地方関係－県知事制を通じた
ラオス人民革命党の地方支配』として 2015
年 3月に出版した。 
 
（2）ラオス内戦期の社会と環境の変化に関
する仮説の提示 

 本研究での第 2の成果として、1960 年代以
前のラオス王国政府期（内戦期）に関する社
会と環境の変化に関する仮説を提示した。 
1990 年以降、特に 1995 年以降のラオス社

会は、市場経済化の浸透と外国からの投資の
増大により大きな変化を経験しつつある。し
かし、これらがラオス社会に与えている変化
を明らかにするためには、1990 年代以降だけ
でなく、その準備段階となったであろう 1960
年代、1970 年代の社会との連続性と変化を踏
まえて考察する必要がある。 
2011年8月に行った第1回目の予備調査で

は、1960 年代、1970 年代からラオスに関わ
ってきた外国人専門家およびラオス人専門
家に対してインタビューを行い、ラオス社会
と環境の変化と継続性について考察した。 
 予備調査で明らかになった点は、ラオスの
社会と環境の変化では、人口増加、市場経済
の浸透など、時間をかけて不可逆的に起こる
構造的変化だけでなく、戦争・紛争といった
突発的で瞬間的なイベントが大きな意味を
持っている可能性が窺われた。例えば、1960
年代後半から 1970 年代前半にかけて戦争に
ともなってヴィエンチャン平野に移住した
難民によって、ヴィエンチャン平野の民族構
成が大きく変化し、さらに開墾・焼畑などに
よって森林が失われた可能性が明らかにな
った。本調査結果は、ワーキングペーパー『現
代ラオスの社会・環境の変化と継続性』とし
て出版した。 
 第 1回目の調査にもとづいて、2012 年に行
った第 2回目の予備調査では、内戦期にヴィ
エンチャン県で多くの難民が移住したとさ
れるポーンホーン郡を対象に、移住した人々
の現在の生活に関する予備調査を行った。調
査の結果、内戦期にヴィエンチャン平野に移
住してきた住民は、焼畑、林産物の収集など
の手段によって生活を維持したが、その後、
1990 年代、2000 年代になって、他の場所に
移住した人たちとのネットワークを回復し
ながら商品作物生産を拡大するなど、新しい
生業を展開しつつある状況が窺えた。 
 これらの調査により、ラオスの社会と環境
は、従来、指摘されていたように、自然経済
から商品経済に移行しつつある、あるいは、
社会主義型の計画経済から市場経済メカニ
ズムへと移行している、といった不可逆的、
あるいは単線的な発展ばかりではなく、戦争
というイベントが社会と環境を大きく変化
させ、戦争後の社会にも影響を与えてきた可
能性が明らかになった。 
 この予備調査の結果を踏まえて、新たに



「東南アジア大陸部の被戦争社会の変容と
レジリエンス」というテーマで共同研究をス
タートさせ、引き続き調査・研究を行う予定
である。 
 
（3）ラオス北部におけるラオス地方行政機
関，外国企業，地域住民の資源管理をめぐ
る関係の解明 

 本研究での第 3の成果として、ラオス北部
で展開されている中国企業によるゴム植林
を事例に、地域経済統合が増大する中で、地
方行政機関、外国企業、地域住民の間で形成
されている関係を提示した。 
ラオスは、1997 年に ASEAN に加盟し、1998

年以降、地方の開発を促進するために地方分
権化政策が行われ、県知事をはじめ地方行政
機関に対して地方での公共事業、財務管理に
関する部分的な権限の委譲が行われた。2000
年代に入ってからは、海外からの投資が増大
し、従来は首都から遠く離れた辺境とされて
きた国境地域が、新たな投資と開発の対象と
して注目されるようになっている。 
 本研究では、中国からの投資が増大してい
るラオス北部、特にポンサーリー県を事例と
して外国投資の影響を調査し、地方行政機関、
外国企業、地域住民の間でどのような関係が
形成されているのか、分析を行った。 
 ポンサーリー県は、中国に国境を接した県
であるが、地形の大部分が山地であるため平
野部が少なく、交通のアクセスが困難である
ことから開発が遅れた地域とみなされてき
た。山地部では、多くの住民が焼畑に従事し
ており、政府の焼畑禁止政策にともなって、
焼畑の削減との山地部の住民の生業転換が、
県にとって大きな課題となっている。 
 2011年1月から数次にわたる現地調査を行
った結果、次の点が明らかになった。 
 第 1に、この地域では、2005 年以降に中国
企業によるゴム植林が拡大しているが、その
多くが中国政府から提供される「ケシ栽培代
替作物促進プロジェクト」の資金によって実
施されていた。ポンサーリー県の住民は、従
来、焼畑耕作に従事してきたが、そこで換金
作物としてケシが栽培され、かつては地域一
帯で生産が行われていた。1990 年代末になっ
て、政府によってケシ栽培を禁止する政策が
行われるようになったが、これまではケシ栽
培に代替する作物・職業が限られていた。従
って、中国企業によるゴム植林は、ケシ代替
作物としてこの地域で拡大していた。 
 第 2に、中国企業のラオスでのゴム植林は、
企業にとっては原材料の獲得という経済的
な目的があるが、ラオスの地方行政機関も、
中国企業による投資を自らの政策実施に役
立てていることが明らかになった。ラオス政
府は、1990 年代からケシ栽培に従事していた
焼畑民を道路のアクセスが良い低地へと移
住させる政策を実施しているが、これまでは、
政府の予算が限られていたため、村の移住を
資金的に支援し、移住者に代替職業を提供す

ることができなかった。しかし、地方行政機
関は、中国企業にゴム植林への投資を認可す
るにあたって、企業のゴム投資を焼畑民の移
住政策と結合させて、企業に移住する村に対
して資材を提供させ、移住地へのアクセス道
路を建設させ、並びに、新たに学校建設を行
わせるなど、村の移住への支援を求めること
で、企業に移住政策に寄与させていることが
明らかになった。 
 第 3に、中国企業によるゴム植林と移住政
策は、参加した村人に大きな影響を与えてい
ることが明らかになった。調査を行った村の
事例では、ゴム植林と移住に参加した住民は、
かつて暮らしていた場所よりも低地で、水と
道路へのアクセスが容易な土地を提供され
ていた。その一方で，ゴム植林は収穫まで 7
年間待たなければならず、その間、現金収入
がない移住者たちは、かつて生産を行ってい
た場所でケシ栽培を継続する、あるいは、新
たな焼畑地を開墾することで生活を維持し
ようとしている様子が窺われた。 
 以上、地域経済統合が進み、地方でも外国
による投資が増大する中で、ラオスでは地方
行政機関が果たす役割は重要になっており、
地方レベルで中国企業と地方行政機関が相
互に協力するする関係がみられたが、生産物
の価格変動から受ける変化、地域住民に対し
て与える影響については，引き続き調査をす
べき課題である。 
 
（4）今後の展望 
 本研究では、①ラオスの県知事制下での中
央地方関係、②ラオスの社会と環境の変化に
対して戦争が与えた影響、③地域経済統合に
おける地方行政機関、外国企業、地域住民の
関係、について考察することができた。今後
の研究課題は、次の 2点である。 
①戦争がラオスの社会と環境の変化に与え
た影響に関する調査 
本研究で行った予備調査により、1960 年代、

1970 年代に行われた戦争が地域住民と環境
に大きな影響を与えていた可能性が示され
た。2015 年 4月以降に、戦争がラオス、並び
に東南アジア大陸部の社会に対して与えた
影響について再考するための新たな共同研
究を実施する。 
②地方人民議会の設置にともなった資源管
理と中央地方関係の変化 

 本研究で明らかにしたように、従来のラオ
スの地方行政は、県知事制を中心とした中央
集権的な制度が維持されてきた。しかし、
2000 年代後半から、かつて廃止された地方人
民議会を再設置する改革が準備されている。
地方人民議会が開設されれば、地域住民が地
方での政策決定に関与する範囲が拡大する
と期待される。この制度改革によって、地方
での資源管理への住民参加が拡大するか、ま
た、地方レベルでの資源管理が向上するか、
さらに継続調査が必要である。 
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